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四国の鉄道は速達性の面で自動車に対する競争力が低く，モータリゼーションの進展および人口減少と

相まって利用者数は大きく減少し，地域ネットワークの維持が困難となりつつある．鉄道は持続的発展を

図る戦略インフラとして，また人々の移動権を確保する基礎的社会インフラとしての役割が期待されてお

り，その維持・改善方策として高速鉄道の導入が検討されている．本研究では，四国圏における鉄道の持

続可能性と高速化の意義を明らかにすることを目的とし，香川を起点とする四国高速鉄道導入の効果を，

高速シナリオを設定したうえで2035年までの人口動態をもとに，経済的効率性・社会的公平性の観点から

定量的に分析した．本研究の結果として，高速鉄道導入は鉄道事業者の財務状況の改善および鉄道利用者

のサービス水準の向上にある一定の効果をもたらすことが示された． 
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1. はじめに 

 

四国の鉄道利用者数は昭和 63 年にピークを迎えた後，

一貫して減少しており，鉄道事業者の運輸収入も減少を

続けている．その原因としてモータリゼーションの進展

や人口減少が挙げられる．四国の自動車保有台数は昭和

62年に 94万台だったものが平成 22年には 200万台と約

2倍に増加し，人口は 1985年に 423万人のピークを迎え

た後は，全国平均よりも高い減少率を示している．それ

らの結果，鉄道利用者数は減少し，四国圏の鉄道事業の

営業収支は赤字を続けている．また，JR 四国では収支

改善を目的とした経営安定基金の運用収益が，経済的不

況のため当初の想定よりも大幅に低くなっている．2010

年には，経営安定化基金の積み増しが行われたが，依然

として経営状況は厳しく，コスト削減等の経営努力なら

びに改善方策の導入が急務とされている．事業経営の厳

しい状況は JR に限らず，域内の他の民鉄も同様である．

こうしたことから，四国では鉄道ネットワークの維持が

困難となりつつある． 

鉄道は大量輸送，定時性，高エネルギー効率といった

特性を有し，地域の自律的，持続的発展を図る戦略イン

フラとしての役割が期待されており，その維持・改善策

が求められている．2011年 7月には，四国 4県や四国運

輸局，経済界，鉄道事業者などを構成員とする「四国に

おける鉄道ネットワークのあり方に関する懇談会」が設

けられ，今後の四国の交通体系の課題や将来像が検討さ

れ，その一つの意見として，高速鉄道の導入が提案され

た．これは鉄道の高速化による地域間の移動性の向上，

災害時輸送路の確保，および利用者数の増加を通じた運

輸収入の増加を目指したものである．しかし，その効果

については定性的な検討にとどまっており，四国圏およ

び鉄道事業にどのような影響をもたらすかは定量的には

明らかにされていない．  

そこで本研究では，香川を起点とする四国の県庁所在

地間の高速鉄道導入の効果を，経済的・社会的な観点か

ら定量的に分析し，高速鉄道導入の社会的意義を明らか

にする．ここでは高松を起点に，予讃線，高徳線，土讃

線を高速化する場合の効果を2035年までの人口動態の下

で分析し，鉄道事業収支，利用者便益，交通量の変化を

推計する．この際，事業収支は路線ごと，また，利用者

便益は四国内の市町村ごとに分析し，効果の地域差も推

計する．この分析に基づき，経済的効率性，社会的公平
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性の観点から鉄道の持続可能性と高速化の社会的意義を

明らかにする．以上により，四国の交通政策形成に資す

ることが本研究の目的である． 

 

 

2. 既往研究と本研究の位置づけ 

  

広域交通体系の改善は，直接的には事業者の経営や利

用者の便益に影響を与え，間接的には帰着する便益の差

により立地等に地域差が生じさせるものと考えられる．

このため交通整備がもたらす影響について，その地域差

を含めて分析し把握することは地域政策においても重要

である． 

既往研究では，新たな交通体系の整備を行う場合の建

設費の算出および，整備後の観光客増加による地域振興

効果の分析などは見受けられるが1) 2)，事業者の経営改善

効果の算出と，広域レベルでの便益変化を統合的に分析

している研究はあまり見受けられない．)紀伊ら3)は四国

における公共交通の交通体系の整備に伴う事業者の収支

の変化や，市町村単位での費用便益効果，環境面にもた

らされる効果を算出し分析し，高速化が鉄道事業者の収

支の改善や，利用者便益の波及効果を示している．しか

しながら，高速鉄道の整備費用について検証が不十分で

あり，また，高速化を検討する路線が一部にとどまって

いる．さらに，一部の鉄道ネットワークの表現方法に課

題があり，一部地域では高速化の効果を適切に表現でき

ていない． 

本研究では，先行研究のモデルシステムに新たなデー

タを追加し，現況をより適切に再現できるよう推計を行

った．まず，先行研究では不備のある鉄道ネットワーク

を，現実の路線の接続状況と合致するよう改良を行った．

次に，高速化を行う鉄道リンクに対して，速度向上分に

応じて建設費を推計するようモデルシステムを改良し，

高速化に伴うインフラ費用が鉄道事業者の支出に反映さ

れるよう設定する．また高速化シナリオを追加し，表定

速度を100 km/h，150 km/h，180 km/h，200 km/hの4つの速

度に高速化を行うシナリオを作成する．さらに先行研究

では分析対象ではなかった高松－高知間の高速化シナリ

オを新たに作成し効果を推計する．特に高知県は近い将

来発生すると考えられている南海地震に備えて，交通イ

ンフラの整備または高規格化が急務とされており，分析

の必要性が高いと考えられる． 

 

 

3. モデル推計とシナリオ設定 

 

(1)  研究方法 

本研究では，四国4県（徳島県，香川県，愛媛県，高

知県，ただし島嶼部を除く）を対象地域とし，都市間鉄

道を高速化する場合の効果を経済的・社会的観点から分

析する．高速化する路線は，高松－松山間（予讃線），

高松－徳島間（高徳線），高松－高知間（土讃線）の3

つの路線とし，それぞれ100km/h，150km/h，180km/h，

200km/hに高速化する場合の鉄道事業収支，利用者便益，

鉄道利用者数を2035年までの人口動態の下で推計する．

この際，事業収支は路線ごと，利用者便益は四国内の市

町村ごとに分析し，効果の地域差も推計する．また，高

速鉄道導入に関わる建設費を考慮した，社会的便益を算

出し，高速鉄道導入による効果について考察を行う． 

 

(2)  分析対象地域 

対象地域は四国4 県とし，分析の空間単位は市町村と

する．また移動手段は徒歩，鉄道，乗用車の3 手段とし、

徒歩は市町村内移動のみ選択され、その選択比率 

は他の手段のLOS によらず市町村内の平均移動距離と人

口密度の関数として与える．ただし，市町村間の移動に

海上交通を利用する必要がある4 市町村を除き，91 市

町村を分析対象としている．図-1は対象とする市町村を

示しており，青線は集約的に表した四国の鉄道ネットワ

ークを示している．本研究では都市間鉄道についてはこ

の集約ネットワークを用い，都市内鉄道については，郊

外から都心部へのアクセスリンクに集約して分析する． 

市町村のCBD は昼間人口重心で表し，市町村間の移動

はCBD 間の移動として表す．また市町村内の移動は，

メッシュ人口に基づきメッシュ間の平均移動距離を求め，

CBD からその平均距離だけ離れた代表地点を設定し，

その地点間の移動として表現する．ただし，公共交通に

ついては，鉄道駅の座標とメッシュ人口より，市町村内

の平均アクセス距離をそれぞれ求めている． 

 

 (3)  分析フレーム 

本研究では，高速鉄道導入の効果を図る指標として公

共事業の収支，利用者便益，建設費等を考慮した社会的

便益とする．しかし，各高速化シナリオをこれらの指標 

 

 

 

図-1 対象地域および鉄道ネットーワーク 
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により評価できることが要件とされる．このため，交通

戦略等による交通サービス水準(Level of service：LOS)変

化，それに伴う交通行動変化と交通量変化，交通事業者

収入と費用変化を整合的に表現可能なモデルが必要であ

り，またそれらは，利用者便益についても計量可能であ

る必要がある． 

そこで，本研究では図-2に示す分析フレームを設定し

た．ここで，交通機関は乗用車，鉄道の2機関とし，分

布交通は市町村単位で表す．乗用車のLOSおよびルート

はODに対して固定的と想定し，リンクは明示的に考慮

しないが，公共交通のLOSはシナリオ・戦略で変化する

ため，市町村間を結ぶ集約的なリンクを想定する．ただ

し，市町村内の移動およびアクセスについては別途リン

クを設定する． 

公共交通について，リンク別の車両数を設定すると，

各ノードの期待待ち時間が算定され，これと表定速度に

基づきリンクLOS を算定する．また，立地分布シナリオ

の下で公共交通へのアクセス距離が算定され，リンク

LOS と併せてOD-LOS を算定する．OD-LOS と市町村人

口に基づき発生・分布・分担交通量が算定されOD 交通

量が求められる．これをリンク交通量で集計し，運賃を

乗ずることで交通事業収入を算定する．各リンクの投入

車両数，路線長等の条件により事業費用が算定され事業

収支を求める． 

このフレームでは，利用者の交通行動を効用ベースの

モデルで表し，交通戦略による利用者便益を算定する．

交通事業者は戦略目標に基づき各リンクの投入車両数を

決定する． 

 

(4)  交通需給モデル 

本モデルは，円山ら 2)の交通需要統合型ネットワーク

均衡モデルを参考に，発生・分布・分担までをネスティ

ッドロジットモデルを用いて表現している．このモデル

では，需要推計フローは従来の 4 段階推定と同様だが， 

 

 

図-2 分析フレーム 

下位のサービス水準を上位の選択要因として用いること

で，交通戦略による LOS 変化が交通発生にまで与える

影響を反映することが出来る． 

本研究では交通需要は都市内交通と都市間交通に分け

て分析する．都市内交通とは，都市圏内での交通であり，

都市間交通とは県をまたがる移動を表す．なお都市圏は

概ね通勤圏を表している．ここでは都市圏内の移動は，

都市圏間の移動と比較して必需的な移動が多いと考えら

れるため，交通発生原単位は固定的に与えるが，都市間

の移動では発生源単位そのものが移動性や目的地の魅力

等の影響を受けると考えられるため，集約的な交通

LOS の関数として求める．以下，都市内交通需要モデル

と都市間交通需要モデルを説明する． 

 

1) 都市内交通需要モデル 

需要モデルでは，OD 間の費用と所要時間が交通機関

ごとに与えられていると想定する．OD-ij における交通

機関k の所要時間を tijk、費用を cijk とし、時間価値をω

とする。このとき、交通機関 k の選択確率をロジット

モデルを用いて以下のように表す。 

 

Pr𝑖𝑗𝑘 =
exp(𝜃𝑐 ∙ (𝜔 ∙ 𝑡𝑖𝑗𝑘 + 𝑐𝑖𝑗𝑘) + 𝜃𝑘)

∑ exp(𝑘′ (𝜃𝑐 ∙ (𝜔 ∙ 𝑡𝑖𝑗𝑘′ + 𝑐𝑖𝑗𝑘′) + 𝜃𝑘)
 (1) 

 

ここで，𝜃𝑐は分散パラメータであり，𝜃𝑘は交通機関 k

のダミーパラメータである．このとき，OD-ij の期待最

小一般化費用は次式で表される． 

 

𝐶𝑔𝑖𝑗 =
1

𝜃𝑐
log {∑ exp

𝑘
(𝜃𝑐 ∙ (𝜔 ∙ 𝑡𝑖𝑗𝑘 + 𝑐𝑖𝑗𝑘) + 𝜃𝑘)}(2) 

 

次に，目的地選択確率を同様にロジットモデルを用い

て以下のように表す． 

 

Pr𝑖𝑗 =
exp(𝜃𝑝 ∙ log(𝑁𝑗) + 𝜃𝑔 ∙ 𝐶𝑔𝑖𝑗)

∑ exp(𝜃𝑝 ∙ log(𝑁𝑗′) + 𝜃𝑔 ∙ 𝐶𝑔𝑖𝑗′)𝑗′

  (3) 

 

ただし，Njは目的地 jの人口，𝜃𝑝，𝜃𝑔はパラメータで

ある．ここで，一人あたりの交通発生源単位を qとする

と，OD-ij の交通量は Qijおよび機関別交通量 Qijkは次式

となる． 

 

𝑄𝑖𝑗 = 𝑞 ∙ 𝑁𝑖 ∙ 𝑃𝑟𝑖𝑗      (4) 

𝑄𝑖𝑗𝑘 = 𝑄𝑖𝑗 ∙ 𝑃𝑟𝑖𝑗𝑘      (5) 

 

ただし，発生源単位 q は徒歩・自転車等による発生量

を除いたものとする．結局，機関別 OD交通量は OD間

の所要時間，費用，および発着地の人口の関数となる． 
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2) 都市間交通需要モデル 

都市間交通需要モデルにおいても，式(1)～(3)で表さ

れる機関選択確率，目的地選択確率は全く同様に定式化

される．ただし，都市間移動では，出発地と同一圏内へ

の移動は対象外とし，目的地集合を   と表す．ここで，

都市間交通では需要は LOS に関して弾力的であると想

定し，発生源単位を出発地の期待費用の関数として表す．

式(3)より，出発地 i における都市間移動の期待最小一般

化費用を次のように表す． 

 

𝐶𝑔𝑖 =
1

𝜃𝑔
log {∑ exp

𝑗′   

(𝜃𝑝 ∙ log(𝑁𝑗′) + 𝜃𝑔 ∙ 𝐶𝑔𝑖𝑗′)} ( ) 

 

この費用を用いて，出発地 i の都市間交通発生量𝑄𝑖を

次式で表す． 

 

𝑄𝑖 =
𝜃𝑔 ∙ 𝑁𝑖

1 + exp(𝜃𝑔 + 𝜃𝑔 ∙ 𝐶𝑔𝑖)
   ( ) 

 

式(4)の𝑞 ∙ 𝑁𝑖の代わりに𝑄𝑖を用いることで，OD 交通

量が求められ，式(5)により都市間の機関別OD 交通量を

求められる． 

 

3) リンク交通用 

交通機関 k について，都市内の OD 交通量𝑄𝑖𝑗𝑘
 を，

都市間の OD交通量を𝑄𝑖𝑗𝑘
 とし，両者の和を𝑄𝑖𝑗𝑘とする．

このとき，交通機関 k，リンク a の交通量𝑄 
𝑘は次式の

ように表される． 

 

𝑄 
𝑘 =∑ 𝑄𝑖𝑗𝑘

𝑖𝑗   

     ( ) 

 

ここで，  は経路上にリンク aを含むODの集合を表

す．各リンクの投入車両数，路線長等の条件により事業

費用が算出され，それらを用いて，事業収支を求める．

ただし，乗用車については費用は考慮しない． 

 

4) 交通LOS算定方法 

本研究では，乗用車の LOS は OD で固定的に与える．

一方，公共交通の LOS は各リンクに投入する車両数に

より変化すると仮定する．交通機関 k，リンク a の車両

数を  
𝑘，路線長を  

𝑘，速度を  
𝑘，ターミナルでの停

車時間を𝑡 
 𝑘とすると，当該リンクの期待待ち時間𝑡 𝑘

 

は次式で表される。 

 

𝑡 𝑘
 = (  

𝑘   
𝑘 + 𝑡 

𝑘)   
𝑘     ( ) 

 

また，立地分布より公共交通へのアクセス距離が算定

され，リンク LOS と伏せて OD-LOS を算出される．出

発地 i，目的地 jのODを結ぶ交通機関 kのルートはただ

一つとして，そのルートに含まれるリンク集合を 𝑖𝑗𝑘と

する．このとき，OD-ij の乗車時間𝑡𝑖𝑗𝑘
 ，期待待ち時間

𝑡𝑖𝑗𝑘
 をそれぞれ次式で定義する． 

 

𝑡𝑖𝑗𝑘
 = ∑

  
𝑘

  
𝑘

      

        (1 ) 

𝑡𝑖𝑗𝑘
 = {

1

| 𝑖𝑗𝑘|
∙ ∑ (𝑡 𝑘

 ) 

      

}

   

   (11) 

 

ただし，| 𝑖𝑗𝑘|はリンク集合の要素数である．ここで，

期待待ち時間はルート上のリンク待ち時間の一般化平均

で表しており，  が十分大きければ，リンク待ち時間の

最大値となる．また，鉄道駅，バス停までのアクセス時

間を𝑡𝑖𝑘
 と表す．すると OD-ij間の総所要時間𝑡𝑖𝑗𝑘は次式

となる。 

 

𝑡𝑖𝑗𝑘𝑗 = 𝑡𝑖𝑗𝑘
 + 𝑡𝑖𝑗𝑘

 + 𝑡𝑖𝑗𝑘
     (12) 

 

次に，交通機関 k の初乗り運賃を𝑐 𝑘，人キロあたり

の賃率を𝑐 𝑘とすると，OD-ij の交通コスト𝑐𝑖𝑗𝑘は次式と

なる． 

 

𝑐𝑖𝑗𝑘 = 𝑐 𝑘 + 𝑐 𝑘 ∑  𝑘
 

      

    (13) 

 

5) 交通事業収入と支出 

OD-ij における交通機関 k の運賃収入 𝑖𝑗
𝑘は，式(8)の

𝑄𝑖𝑗𝑘と式(13)の𝑐𝑖𝑗𝑘を用いて次のように表される． 

 

 𝑖𝑗
𝑘 = 𝑐𝑖𝑗𝑘 ∙ 𝑄𝑖𝑗𝑘      (14) 

 

これを全ての ODについて合算したものが対象地域の

運輸収入となる．ただし，リンク別の採算性を評価する

ために，リンクaの運賃収入を次式で定義する． 

 

  
𝑘 = ∑  𝑖𝑗

𝑘

𝑖𝑗   

∙
  

∑   ′ ′     

    (15) 

 

これは，OD 間の運賃を乗車距離に応じて案分してい

ることを意味する．一方，年間運行時間を H とすると，

該当リンクの年間運行距離  
𝑘は次のようになる． 

 

  
𝑘 =  ∙   

𝑘 ∙   
𝑘      (1 ) 
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鉄道ではインフラコストを無視できないため，路線維

持費，車両維持費，輸送費い分けて推計する．路線長あ

たり費用を𝑐 
𝑘，列車数あたりの費用を𝑐 

𝑘，運行距離

あたり費用を𝑐 
𝑘とすると，リンク a の年間費用は次式

となる． 

 

𝐶 
𝑘 = 𝑐 

𝑘 ∙   
𝑘 + 𝑐 

𝑘 ∙   
𝑘 + 𝑐 

𝑘 ∙   
𝑘   (1 ) 

 

 ここで，利用者の交通行動を効用ベースのモデルで表

しているため，公共交通戦略による利用者便益を算定す

ることができる． 

 

6) 高速鉄道導入における建設費の算出 

高速化対応に関わる建設費は九州新幹線の博多・新八

代間および新八代・鹿児島中央間の事後評価報告書に基

づき設定した．対象区間は256.8 kmであり，建設事業費

は総額 1兆 4424億円である．事業期間を 50年として，

年間費用を 1 億 1234 万円と設定し，これを社会的費用

とする．ただし，事業期間 50 年の利子は考慮しないこ

ととしている． 

一方，整備新幹線では JR は受益に応じた貸付料を支

払うこととされており，九州新幹線の博多・新八代間で

は年間 81.3 億円，新八代・鹿児島中央間では年間 20.4

億円とされている 4)．本研究では両区間の貸付料の平均

値を九州新幹線建設の際の貸付料と考え，101.7 億円と

する．またここでは，単純化のため九州新幹線の貸付料

をあらかじめ事業者の費用として設定する．事業期間を

同じく 50 年と設定し，本研究の路線長あたりでは，年

間約 3500万円/キロの費用増加となるように設定した．  

先行研究では高速化を行う区間に，高速化の速度に関

わらず社会的費用，貸付料の満額が発生すると設定して

いた．しかしこの設定では，表定速度 100 km/hに高速化

する場合と 200 km/hに高速化する場合の費用が同額とい

うことになり，高速化の建設費を適切に表しているとは

言えない．そこで本研究では高速化を行う速度毎に，社

会的費用，貸付料が変化するモデル式を作成し，さらに

リンクごとの速度変化量にも対応付けを行った．表定速

度 200km/h に高速化する場合の費用を𝑃  ，現在の最高

表定速度を     ，最低表定速度を  𝑖 ，建設費を求め

たいリンク間の表定速度を  ，設定する速度を  とす

る．このとき，各リンク間における建設費用  は以下の

ように表す． 

 

𝑃 =
 𝑃  2

       𝑖 
∙ (     𝑖 ) + (𝑃  

𝑃 

2
) ∙

       

         
+
𝑃 

2
(1 ) 

 

ここでは，最高表定速度    を 100 km/h，最低表定速度

  𝑖 を 40 km/hと設定する．最低表定速度 40 km/hを200 

km/hに高速化する際に，JRに貸付料として 3500万円/キ

ロが費用増加すると考え，100 km/h に高速化する場合は，

その半分である 1750 万円/キロの費用増加と仮定する．

その他の 150 km/h，180 km/hは線形的に増加すると仮定

し建設費用の増加分を設定した． 

 

(5) 評価指標の定式化 

本研究での評価指標は，交通事業収支，利用者便益，

社会的便益である．以下では各評価指標を定式化する． 

 

1) 交通事業者収支 

式(15)，式(17)を用い，リンク a の事業収支   
𝑘を次

式で定義する． 

 

   
𝑘 =   

𝑘  𝐶 
𝑘      (1 ) 

 

これを全てのリンクについて合算したものが，対象地

域の事業収支となる． 

 

2) 利用者便益 

 利用者便益は，LOS を固定した基準シナリオに対す

る各ケースの期待最小一般化交通コストの差として定義

される．ここでは台形公式を用い，式(6)の出発地別の

期待最小費用𝐶𝑔𝑖と式(7)の発生交通量𝑄𝑖を用いて，出発

地 iにおける便益  𝑖を次のように定義する． 

 

  𝑖 =
1

2
∙∑(𝑄𝑖

 +𝑄𝑖
 ) ∙ (𝐶𝑔𝑖

  𝐶𝑔𝑖
 )  (2 )

   

 

 

ただし，w，o はそれぞれ対策有り無しを表す記号で

あり，また，I，U は都市間交通，都市内交通に関して

和を取ることを意味している．なお，式(6)，(7)は都市

間交通についてのみ定義しているが，式(6)については

都市内交通についても同様に計算することが可能である．

一方，式(7)の発生交通量は，都市内では固定的に与え

ているため，対策の有無によって値は変わらない． 

 

3) 社会的便益 

社会的便益とは，高速化を行わない場合の収支と高速

化を行った場合の収支の差と利用者便益を合算したもの

から，高速鉄道導入に関わる建設費用，ここでは収支に

企業が支払う貸付料が含まれており重複しているため，

それらを差し引いて得られる値である．社会的便益を

  ，利用者便益を   ，高速化する場合の収支  ，現

況の収支を  ，高速鉄道導入による全建設費を𝐶𝐶 ，事

業者が負担する建設費を𝐶𝑖
 として以下の式で表す． 

 

  =    + (     )  (𝐶𝐶  𝐶 
 ) (21) 
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(6) 交通需要モデルの推計  

 

1) 市町村内の移動距離と徒歩率の推計 

市町村内の移動距離を把握するためにはパーソントリ

ップ調査が必要だが，四国圏全域について利用可能なデ

ータは存在しない．ここでは，平成11 年東京都市圏パ

ーソントリップ（以下，東京PT）調査データに基づき

目的地選択モデルを作成し，これを四国圏内の各市町村

に適用することで都市圏内の移動距離を推計する．都市

内の目的地選択モデルを以下のように想定する． 

 

Pr ｜ =
𝑁𝑗
   exp(𝜃 ∙  𝑖𝑗)

∑ 𝑁𝑗 
   exp(𝜃 ∙  𝑖𝑗 )𝑗 

   (22)
 

 

ただし、𝑁𝑗
 は目的地 の昼間人口， 𝑖𝑗は   間の距離，

𝜃 ，𝜃 はパラメータを表す．東京PT に基づき，高齢者，

非高齢者別にキャリブレーションでパラメータを求めた．

得られたパラメータと目的地選択確率の統計値と推計値

の相関係数を図表3 に示す． 

このモデルは，距離が近く昼間人口の多い目的地ほど

選択確率が高まることを表している．従って，人口の地

理分布がコンパクトな市町村ほど，移動距離は短くなる．

このモデルを四国の市町村内の3 次メッシュでの目的地

選択に適用し，各市町村の平均移動距離を求めた． 

 

 =
∑ 𝑞𝑖 ∙ ∑  𝑖𝑗 ∙ Pr ｜ 𝑗𝑖

∑ 𝑞𝑖𝑖

     (23) 

 

都市i における徒歩率を次式により推計する。 

 

𝑃𝑟𝑖
 =

1

1 + exp(𝜃 + 𝜃 ∙   
  + 𝜃 ∙ (𝑁𝑖  𝑖)  

 (24) 

 

ただし，都市内の移動距離は高齢者と非高齢者の人口

比率で重み付けした平均値を用い，徒歩率の推計におい

ては高齢者と非高齢者を区別しない．キャリブレーショ

ンにより推計されたパラメータと徒歩率の統計値と推計

値の相関係数を図表4に示す． 

パラメータより，移動距離が短く，人口密度が高いほ

ど徒歩率が高いモデルとなっている．なお，このモデル

パラメータに加え，現況の徒歩率と一致するよう，市町

村にダミーパラメータを設定する． 

 

2) 都市内交通モデル 

推計された都市内機関分担モデルのパラメータを図表

5に示す．これより．機関選択における一般化費用，目

的地選択におけるログサムおよび昼間人口のパラメー 

表1 都市内目的地選択モデル 

 

 非高齢者 高齢者 

𝜃  -0.169 -0.217 

𝜃  0.457 0.448 

相関係数 0.929 0.943 

 

表2 徒歩率推計モデルパラメーター 

 

𝜃  6.23 

𝜃  1.87 

𝜃  -7.75 

𝜃  0.0936 

𝜃  0.0240 

相関係数 0.54 

 

表3 都市内機関分担・目的地選択モデルパラメータ 

 

 パラメータ t-値 

一般化費用(円) -0.000727 -1363 

鉄道ダミー 0.115 66 

目的地選択ログザム 0.998 427 

目的地選択昼間人口 0.774 424 

 

タは符号条件を満たしており有意である．鉄道，バスの

ダミーパラメータは正の値を取っている．本研究では期

待待ち時間を発車時間間隔の1/2に設定していることか

ら，所要時間が経験的な時間間隔よりも過大に評価され

ている可能性があり，これが，公共交通ダミーが正と推

計される原因の一つと考えられる． 

 

3) 都市間交通モデル 

幹線旅客純流動データは県をまたぐ生活圏間のOD 交

通を与えている．このため，モデル推計では市町村単位

で推計される分担率を生活圏で集計したうえで，尤度関

数を設定する必要がある．まず，市町村  における目的

地 の選択確率，および  間における交通機関  の選択確

率をそれぞれパラメータベクトル の関数と見なして，

Pr  ( )，Pr   ( )と表す．このとき，生活圏  における

生活圏  を目的地とする確率Pr  、および  間で交通機

関 を選択する確率Pr   はそれぞれ次のように表される． 

 

Pr  ( ) =
∑ ∑ 𝑄𝑖 ∙ Pr  ( )𝑖   𝑗   

∑ 𝑄𝑖𝑖   

  (25) 

 

Pr   ( ) =
∑ ∑ 𝑄𝑖 ∙ Pr  ( ) ∙ Pr   ( )𝑖   𝑗   

∑ ∑ 𝑄𝑖 ∙ Pr  ( )𝑖   𝑗   

  (2 ) 

 

ここで，𝑄𝑖は市町村 における交通発生量，  は生活

圏  に含まれる市町村の集合である．生活圏 において
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生活圏 を目的地とする比率を𝑞  ，  間における交通機

関 の分担率を𝑞   とすると，都市間交通モデルのパラ

メータは以下の尤度関数を最大化する点として求められ

る． 

 

  = ∑𝑞  ∙ l (Pr  ( )) + ∑ 𝑞  𝑘 ∙ l (Pr   ( ))

    𝑘   

 (2 )
 

 

推計されたパラメータを図表6に示す．機関選択にお

ける一般化費用，目的地選択におけるログサムおよび人

口のパラメータは符号条件を満たしており有意である． 

都市間モデルの機関別交通量について統計値と推計値

の相関係数は自動車が0.947，鉄道が0.976であり，OD交

通量の相関係数は0.950である．また交通発生量モデル

については，現況値と一致するよう，さらに調整係数を

乗じており，以降の分析では，都市間交通の発生量は現

況値と完全に一致している． 

また本モデルを用いて推計される鉄道事業者収支は，

収入が260億円，支出が380億円の120億円の赤字となっ

ている．2008年の鉄道運送統計年報によれば，四国の鉄

道事業者の収支は270億円，支出は350億円であり，それ

ぞれ10億円と30億円の差となっており，推定誤差は4～

7%程度である．これより，本モデルは鉄道事業収支に

ついておおむね妥当な推計を与えると考えられる． 

 

 

4. 鉄道高速化による効果分析 

 

(1)  鉄道事業者収支 

図-7は高速化を行わない場合の鉄道事業収支と

100km/hと200km/hに高速化を行う場合の収支のそれぞれ

の差を示したものである．100km/hに高速する場合，

2000年時点で高松－徳島間で約14億円，高松－松山間で

は約12億円の収支改善となり，高松－徳島間を高速化す

る場合の効果が最も大きいことがわかる．しかし，高松

－高知間では収支がマイナスに転じる結果となり，最大

2億円ほど収支が悪化する結果となった． 

次に200km/hに高速化する場合では，高松－松山間で

約30億円，高松－徳島間で約22億円の収支改善となった．

また，この場合，高松－松山間の高速化の効果が最も大

きい結果になった．高速化シナリオによって最も効果が

ある路線が変化した要因として路線長が関係していると

考えられる．高松－松山間の路線長は149.3km，高松－

徳島間は74.5kmでおよそ2.5倍の差があり，速度が速くな

ることで，高速化による効果がより反映されやすくなっ

たと考えられる．ただし，高松－高知間では100km/hの

場合と同様に収支がマイナスとなり，その幅も大きくな

る結果となった．高松－高知間で収支が悪化する原因と 

表4 都市間機関分担・目的地選択モデルパラメータ 

 

 パラメータ t-値 

一般化費用(円)       1    -727 

鉄道ダミー -3.16 -103 

目的地選択ログザム 3.28 634 

目的地選択昼間人口 0.992 129 

 

 

 

     図-3 高速鉄道導入による事業者収支の変化量 

 

して，高速化による利用者増加量が他の路線と比べて小

さく，同時に運賃収入の増加も小さいことが考えられる．

よって運賃収入の増加分より路線使用料の増加が上回る

ことにより収支が悪化するという結果となった． 

 

(2)  利用者便益 

利用者便益は，式(20)に示すように，LOSを固定した

基準シナリオに対する各ケースの期待最小一般化交通コ

ストの差として定義される．高松－松山間，高松－徳島

間，高松－高知間のそれぞれを200km/hに高速化した場

合の利用者便益変化の地理分布を図-8に示す．なお，便

益は対策がもたらす効用水準変化を貨幣単位で表したも

のであり，ここでは基準シナリオからの変化として示し

ている． 

高松－松山間における利用者便益の変化は，100km/h

に高速する場合2000年時点で約40億円，200km/hに高速

化する場合においては約80億円の便益が発生するという

結果が得られた．特に，図-8左上図より新居浜市や伊予

西条市において大きな便益が発生することがわかる． 

高松－徳島間では，100km/hに高速する場合2000年時

点で約30億円，200km/hに高速化する場合においては約

50億円の便益が発生するという結果が得られた．特に，

図-8右上図より，東かがわ市，板野町，藍住町において

大きな便益が発生することがわかる． 
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高松－高知間では，100km/hに高速する場合2000年時

点で約7億円，200km/hに高速化する場合においては約30

億円の便益が発生する結果が得られた．特に，図-8下図

より，坂出市，大豊町，南国市，三好市において大きな

便益が発生することがわかる． 

いずれの路線においても，利用者便益の発生は高速化

を行う路線沿線の市町村のみならず，その市町村に隣接

する市町村まで効果が波及しており，四国全体に効果が

波及するという結果が得られた． 

 

 (3)  社会的便益 

社会的便益は，式(21)に示すように，高速化有無の収

支差と利用者便益の和から，高速鉄道導入に関わる建設

費用を差し引いたもので定義する．ただし，建設費には

鉄道事業者が支払う貸付料が含まれているため，重複分

を差し引いている．社会的便益が正の値であれば，高速

鉄道導入が鉄道事業者だけでなく社会的にも意義がある

と評価できる．一方で，社会的便益が負の値ならば，経

済的または社会的な効果がないと考える． 

高松－松山間における社会的便益の変化は，100km/h

に高速する場合2000年時点で約50億円，200km/hに高速

化する場合においては約100億円の便益が発生するとい

う結果が得られ，3路線の中で最も高速鉄道導入の効果

が大きい路線であることがわかる． 

高松－徳島間における社会的便益の変化は，100km/h

に高速する場合2000年時点で約40億円，200km/hに高速

化する場合においては約70億円の便益が発生するという

結果が得られた． 

高松－高知間における社会的便益の変化は，100km/h

に高速する場合2000年時点で約5億円，200km/hに高速化

する場合においては約20億円の便益が発生するという結

果が得られ，100km/hに高速化する場合においてはわず

かであるが効果があることがわかった． 

また，経済的に便益が低下しているのは，人口減少を

反映している．利用者便益は一人あたりのサービス水準

の向上に人口を乗じているため，人口が減少すると全体

のその総和も減少する． 

 

 

5. おわりに 

 

本研究では，香川を起点とする四国の県庁所在地間の

高速鉄道導入の効果を経済的・社会的な観点から定量的

に分析し，高速鉄道導入の社会的意義を検討した．ここ

では高松を起点に，高松－松山間の予讃線，高松－徳島

間の高徳線，高松－高知間の土讃線を高速化する場合の

効果を2035年までの人口動態の下で分析し，鉄道事業収

支，利用者便益，社会的便益を推計した．またこの際，  

 

 

図-4 高速鉄道導入による利用者便益変化の地理分布 

(左上図：高松－松山間，右上図：高松－徳島間，下図：高松

－高知間) 

 

 

 

図-5 高速鉄道導入による社会的便益の変化量 

 

事業収支は路線ごと，利用者便益は四国内の市町村ごと

に推計し分析を行った． 

その結果，本研究の分析した範囲においては，高松－

松山間および高松－徳島間での高速鉄道導入により，鉄

道事業収支の赤字幅を改善しうることが示された．しか

し，高松－高知間では赤字幅が拡大するという結果にな

った．ただし，ここでは料金を固定しているため，料金

を変化させる場合異なる結果が得られる可能性がある．

また，利用者便益については，100km/hに高速化した場

合では年間10億円から40億円ほど，200km/hに高速化し
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た場合では年間30億円から80億円ほどの便益が，いずれ

の路線においても発生する結果となった．さらに，高速

化を行う路線沿線の市町村のみならず，それ以外の市町

村にまで効果が波及し，四国全体で利便性の向上が期待

される結果が得られた．また，社会的便益についてはす

べてのシナリオにおいてプラスの便益があると推計され，

高速鉄道導入に関わる建設費等を考慮しても，効果があ

ることがわかった．以上より，2035年度の人口動態の下

で高速鉄道導入は，経済的および社会的に一定の効果を

もたらすことが示された． 

ただし本研究では，高速鉄道導入による効果を鉄道事

業者収支，利用者便益，高速鉄道導入に関わる建設費お

よび，それらを合算した社会的便益のみで評価してる．

さらに利用者便益については，鉄道高速化による目的地

までの時間短縮しか考慮されていない．高速鉄道の導入

は，目的地までの時間短縮だけでなく，線路や信号など

の高規格化による防災性の向上や，緊急時の輸送インフ

ラとしての機能の向上が期待される．また，本研究では，

県外からの観光客の流入は固定的に与えていたため，高

速鉄道の導入により増加が見込まれる交流人口をシナリ

オごとに推計するようモデルの改良が必要である．また，

交流人口の増加による，地域経済への影響は分析してお

らず，鉄道事業収支のみを評価していた経済性について，

より広い観点から評価する必要がある． 

以上のように，より幅広い評価指標用を推計できるよ

うモデルシステムの改良を行い，より精緻な高速鉄道導

入の効果を経済的・社会的な面から分析を行うことが今

後の課題として挙げられる． 
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